様式第1号

　　年　　月から　　月の　　　　についての天災による被害農業者に対する経営資金の融通に関する利子補給及び損失補償契約書

藤里町(以下「甲」という。)と　　　　　　　　(以下「乙」という。)とは、天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法(昭和30年法律第136号。以下「法」という。)及び　　　　年　　月～　　月の　　　　　についての天災による被害農林漁業等に対する資金の融通に関する暫定措置法施行令（平成6年政令第365号）。以下「令」という。)に基づき、乙が行う融資について次のとおり契約する。

第1条　乙は、法第2条第1項及び令第1条に定める被害農(林漁)業者に対し、法第2条、第4条第4項及び令第3条に定める経営資金を　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの間において総額　　　　円を限度として融資する。

2　甲は、前項の融資について、乙に対し第4条に定めるところにより利子補給を行う。

3　甲は、前項の融資について、乙が受けた第2条第1項の損失に対し損失補償を行う。

第2条　前条第3項の損失とは、前条第1項の融資元本の最終償還期限到来後3ケ月を経過して、なお元本又は利子(令第12条で定められた遅延利子を含む。)の全額又は一部が回収されなかった場合におけるその回収されなかった金額とする。

2　乙が債権保全のため甲の承認を得て繰上償還を命じた時は、その時をもって前項の最終償還期限とする。

第3条　乙は、第1条第1項の融資を行うにあたって甲の意見を徴し融資を行った後直ちに甲へ融資を行った旨を報告する。

第4条　第1条第2項の規定により甲が乙に対して行う利子補給については、毎年1月1日から6月30日の期間及び7月1日から12月31日までの期間ごとにその期間内における融資残高(延滞額を除く。)に対し、次の表の右欄に掲げる年率で計算した金額を甲に請求し、甲はこれを現金で支払うものとする。

	1　法第2条第5項の特別被害地域内において農業若しくは林業を含む同条第2項の特別被害農業者若しくは特別被害林業者又は同条第5項の特別被害地域内に住所を有する同条第2項の特別被害漁業者に貸付けられる資金
	年％

	2　開拓者又は法第2条第4項第3号の町長の認定を受けた被害農林漁業者に貸付けられる資金(1の資金を除く。)
	年％

	3　法第2条第1項の被害農林漁業者に貸付けられる資金(1及び2の資金を除く。)
	年％


2　乙は、前項の請求にあたって利子補給の金額に関する計算書を作成して甲に提出するものとする。

第5条　第1条第3項の規定により甲が乙に対して行う損失補償の金額の限度は、乙の行った融資総額の100分の50に相当する金額とする。

第6条　乙は、その行った融資について第2条第1項の損失を生じたときは、甲にその損失の補償を請求し、甲はその損失に対する補償金を現金で支払う。

2　前項の請求にあたって、乙は損失の金額に関する計算書を作成し、甲に提出する。

第7条　乙は、第1条第1項の融資を行うときは保証人を2人以上たてさせるものとする。

2　前項の規定により保証人をたてさせた場合において、乙が通常の書面により保証債務の履行を請求する以前に甲に対し前条の損失補償の請求をしようとするときは、乙は甲の承認を受けるものとする。

第8条　甲は、乙から第4条の規定により利子補給の請求があった場合当該請求書を受理した日から30日以内にこれを支払う。

2　甲は、乙から損失補償の請求があった場合、当該請求書を受理した日から90日以内にこれを支払う。ただし、調査のため特に期日を要する時は、この限りでない。

第9条　乙は、この契約により損失補償を受けた後も善良な管理者の注意をもって当該融資に係る債権の回収に努めるものとする。

2　乙は、この契約により損失補償を受けた後に当該融資に係る債権の回収によって得た金額のうちから、債権行使のために必要とした費用を控除し、残額があるときは、これを当該融資について損失補償を受けない損失の補てんに充当し、なお残額があるときは当該融資につき甲から受けた損失補償の金額に達するまでの金額を甲に納付する。

3　前項の債権行使のために必要とした費用の範囲は、次のとおりとする。

(1)　利子支払及び元本償還の請求に関する訴訟費用裁判上の督促手続費用、強制執行に関する費用、その他債権保全のために必要な費用

(2)　前号の手続のために要する書類の調整費用

第10条　乙は、その行った融資について経理を明らかにするものとする。

第11条　甲がこの融資に関し報告を求めた場合又はその職員をして、この融資に関する帳簿、書類を調査させることを必要とした場合には、乙はこれに協力する。

第12条　甲は、乙が法令及びこの契約に違反したときは、利子補給若しくは損失補償の全部若しくは一部について補給若しくは補償をせず、又は既にした利子補給金若しくは損失補償金の全部若しくは一部返還を請求することがある。

第13条　法令又はこれに基づく諸手続が改正又は廃止されたときは、これに応じて甲、乙協議のうえ、この契約の内容を変更するものとする。

上記の証として本契約書2通を作成し、甲、乙各1通を所持するものとする。

　　年　　月　　日

甲　藤里町

藤里町長　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
乙　藤里町　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
